





The effect and continuation of saving electricity after 3/11 
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1 ) 木村宰・西尾健一郎 (2013)r東日本大震災後の事業所節電行動の継続状況一201年夏と2012年夏のアンケート調
査の比較ー」電力中央研究所研究報告Y12023。
2) 高橋洋 (2013)r3.1後のデマンド・レスポンスの研究~日本は電力の需給ひっ迫をいかにして克服したか?-J 
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総出力 出力(予想〉 稼働率 総出力 出力(予想) 稼働率
(A) (9) (9/A) (A) (9) (9/A) 
千葉火力発電所 1号系列(4機) 144 124 86.1 144 124 86.1 
2号系列(4機) 144 124 86.1 144 124 86.1 
玉井火力発電所 1 ~6号機 188.6 186.6 98.9 188.6 186白6 98.9 
姉崎火力発電所 1~6号機 360 360 100.0 360 317.4 88.2 
富津火力発電所 4号系列(4機) 504 457.8 90.8 504 457.8 90.8 
袖ケ浦火力発電所 1-4号機 360 360 100.0 360 360 100.0 
鹿島火力発電所 1-6号機 440 440 100.0 440 440 100.0 
大井火力発電所 1-3号機 105 105 100.0 105 105 100.0 
広野火力発電所 1-4号機 320 320 100.0 320 220 68.8 
5-6号機 60 60 100.0 120 120 100.0 
品川火力発篭所 1号系列(3機) 114 97.5 85目5 114 97.5 85.5 
常陸那E可火力発電所 1-2号機 100 100 100.0 200 200 100.0 
川崎火力発電所 1号系列(3機) 150 131.5 87.7 150 138.9 92.6 
Z尋系列(1機) 50 46.3 92.6 50 43.5 87.0 
南横浜火力発電所 1-3号機 115 115 100.0 115 115 100.0 
横須賀火力発電所 1-2号機 17.4 15.1 86.8 17.4 15.1 86.8 
3-8号機 210 70 33.3 210 70 33.3 
検浜火力発電所 5-6号機 52.5 52.5 100.0 52.5 52.5 100.0 
7号系列(4機) 140 120 85.7 140 120 85.7 
8号系列(4機) 140 120 85.7 140 120 85.7 
東扇島火力発電所 1-2号機 200 200 100.0 200 200 100.0 
緊急設置電源(GT) 259 221 85.3 214.9 157.7 73.4 
その他 5 77 5.1 76.1 



















































































4共輸冒I宵瞳量量 5.7711 5.7711 5.4531 5.8131 5.8131 5，492 
帯再顎耳却t 5.3601 5.5201 5.0781 5.2801 5，4501 5β93 
自社発電 l |ー ー 4.1391 |ー |ー ー
他社受電 -1 -1 9371 -1 ーl 一
予備力 4111 2511 3751 5331 3631 399 
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1. 2010年 最 大 電 力 (3日平均〉
2 節 電 効果(①x②)













42013年度夏 季 最 大 電 力 (3日平均)(1-2+3) 5.376 










































































第H立 第 2{立 第 3位
業務全体 空調(42) 照明 (27) OA機縁(8)
・ー ー ・ 同町四“"・“"““H“""・_..._.・目・...._..山 M・M・H・M山・ 柿‘“・・圃圃圃圃h・4・...-圃圃オフィスビル 空調(48) 照明 (24) OA機 器 (16) 
卸・小売I苫 空調(48) 照明 (26) ショーケース(6)
食品スーパー ショーケース(28) 空 間 (25) 照明 (24)
医 療 機関 空調(38) 照明(37) エレベータ一件〉
ホテル・旅館 照明(31) 空調(26) エレベーター(8)










































た。 2013年の実施可能性については、 3/4消灯したと回答した事業所、 112消灯と回答した事業所全て
が実施可能と答えており、 2013年の減灯もほぼ2012年と同水準になると予想される。
高効率ランプへの交換については、次のような傾向がみられる。 2012年の大規模事業所(建物所有
























































































ケー スから、 Hf蛍光灯への移行、移行後の照明の減灯、という 2段階の節電で、既存の蛍光灯と比
較して照明電力密度を約60%削減することが可能である。照明学会が実施したオフィス照明の実態調
査では、 17.7W/m2という調査結果が示されているが14)、この数値と比較しでも50%程度の削減余地

















と、設計照度で最も多かったのが700-800ルクス (85件)で、 600-700ルクス (63件)が続く。 800














14) 照明学会 (2002)rオフィス照明の実態J研究調査委員会報告書、 26ペー ジ参照。
15) 照明学会 (2002)rオフィス照明の実態J研究調査委員会報告書、 26ペー ジ参照。
16) 岩田利枝 (2011)["省エネルギー と快適性を目的とした次世代照明」空気調和衛生工学、 Vo1.85 no. 8、10ペー ジ
参照。
17) また、小売業等においても同様である。日本の照度碁噂りISZ9110・2010)と閤際照度碁準 αS08995)について、













































































































23) 大江徹男 (2012)、61-62ペー ジ。
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明治大学卒~:会性問問所紀要
聞き取り調査でも、回答のあった6自治体すべてにおいて2010年以降に契約電力が減少している。
ピークカットや電力使用量の削減をすることで、契約電力の引き下げに成功しているだけに、このよ
うなインセンテイブをさらに強化することが望ましい。
5.まとめ
電力需要状況を分析すると、圏内の電力需要は増加する傾向を示していない。また、欧米諸国と比
較しでも圏内の電力需要は過剰であり、削減する余地は大きい。実際、 2011年こそ電力使用制限令の
発令や具体的な削減数値目標の設定がなされたが、 2012年、 2013年ともに電力使用制限令は発令され
なかったにもかかわらず、十分な節電効果が表れた。
特に2013年は2010年並みの猛暑であったにもかかわらず、最大電力は2012年水準に止まった。供給
予備も十分に確保されており、原子力発電抜きでの需給調整という量的課題は克服されている。調査
対象の各地方自治体でも20%を鵡える最大電力削減に成功した。節電が通年化している傾向もみられ、
この点からも節電は安定的に定着しているといえる。しかも東京都のアンケートでも示されているよ
うに、節電の計画については事前に準備されており、その意味でも節電は定着しているといえる。
次に節電が労働環境にもたらす影響であるが、本論では照明について検討を行った。資源エネルギー
庁のデータによると、 2010年におけるオフィスピルの最大電力の24%を照明が占めており、空調と共
に最大電力の重要な構成要素である。アンケート調査や筆者の聞き取り調査の結果から判断して、照
明の大幅な減灯で照明消費電力の50%程度を削減することは、実施可能であろう。
さらに一歩進めて、ハードとソフト面での整備が求められる。ハード面では、照明ではLEDの導
入促進である。高効率照明の導入が、労働環境の問題や節電の確実な実施という点から望ましい。照
度を引き下げることについては問題ないと考えられるが、減灯による節電では労働環境に与える影響
を無視することはできない。そのためにも、 LEDの導入促進が求められる。このようなハード面で
の対応によって、節電はピークカットや通年化による温室効果ガスの排出削減を効率的かつ効果的に
実施することが可能になる。問題は、コストである。導入コストをどのように負担するかが普及を促
進するうえで重要な課題である。この点については、レンタルやESCOの導入による初期投資の抑
制が考えられる。詳細については別稿に譲る。
照明を含む節電全体を確実に実施するためには、デマンド監視装置とデマンド警報の設置が望まし
い。筆者の聞き取りではデマンド監視装置、デマンド警報が一定程度設置されていたが、問題は対応
策である。効果的なピークカットを実施するためには、最大電力の機器別構成比まで把握することが
望ましいが、現状ではそこまでに達していない。様々な試行錯誤をしながら、少しでも正確な需要状
況を把握することに努め、そのうえで節電を実施しているのが現状である。また、デマンド警報後の
対応でも全般的に手動での対応が多く、自動での対応までは至っていないケースが多い。
以上より、現段階における節電は原子力発電を必要としないほど規模が大きしかっその実施は定
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着しているといえる。次のステップとして一層の快適化と節電の通年化、確実な実施体制の確立が求
められる。そのためにも、まずハード面において、高効率照明や空調の導入を推進するとともに、デ
マンド監視や管理の技術の導入も促進する必要がある。
このようないわば既存の技術を活用した節電の延長線上には、ネガワット市場の創設やピーク時に
節電を促すような柔軟な価格設定、アグリゲーターによる節電対応、等の一層進化した節置が実施さ
れるであろう。現在の節電体制から新しい節電体制への移行過程とそのための支援策は大変興味深い
テーマであり、今後の課題としたい。
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